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（証券コード：3865）
2019年６月11日

　

株 主 各 位
　

新潟県長岡市西蔵王三丁目５番１号

代表取締役社長 CEO 岸 本 晢 夫
　

第181回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第181回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合には、お手数ながら後記「株主総会参考書類」をご検討いただ
き、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえご投函くださるか、電磁的方法（インターネ
ット）により2019年６月25日（火曜日）午後５時20分までに議決権をご行使くださいますよ
う、お願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 2019年６月26日（水曜日）午前10時 （受付開始：午前９時）
2. 場 所 新潟県長岡市台町二丁目８番35号

ホテル ニューオータニ長岡 ２Ｆ 白鳥の間
（末尾の会場ご案内略図をご参照ください）

3. 目 的 事 項
報 告 事 項
1. 第181期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告の内容、連結計算
書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第181期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）計算書類の内容報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の更新の件
第３号議案 取締役11名選任の件

以 上
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.hokuetsucorp.com）に掲載させていただきます。
◎当日は、当社の役員及び係員の服装につきましては、クールビズにてご対応させていただきますので、ご了承ください。
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議決権行使のご案内
株主総会にご出席いただけない場合、次のいずれかの方法により議決権を行使する
ことができますので、2019年６月25日（火曜日）午後５時20分までにご行使くだ
さい。

1. 郵送による議決権行使の場合
　同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、上記期限までに到着するよう
ご返送ください。
　郵送の際は同封の記載面保護シールをご利用ください。

2. インターネットによる議決権行使の場合
（1）当社指定の「議決権行使ウェブサイト」にアクセスしてください。
　 【議決権行使ウェブサイトURL】 https://soukai.mizuho-tb.co.jp
（2）同封の議決権行使書用紙右片に記載の「議決権行使コード」及び「パスワー

ド」にてログインしてください。なお、セキュリティ確保のため、初回ログ
インの際にパスワードをご変更いただく必要があります。

（3）画面の案内に従い、議案の賛否をご入力の上、上記期限までにご送信くださ
い。

（4）インターネット接続による費用は株主様のご負担となります。

（ご注意）
①パスワードは、ご投票される方がご本人であることを確認する手段であり、
パスワードを当社よりお尋ねすることはございません。

②パスワードは、一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。
ロックされた場合、画面の案内に従ってお手続きください。

③パスワード（株主様が変更されたものを含みます。）は、今回の総会のみ有
効です。次回の株主総会時は新たに発行いたします。

④議決権行使ウェブサイトは、一般的なインターネット接続機器にて動作確認
を行っておりますが、ご利用の機器によってはご利用いただけない場合があ
ります。
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3. 議決権行使の取扱い
（1）書面とインターネットによる議決権行使を重複して行使された場合は、イン

ターネットによるものを有効とします。
（2）インターネットにより複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効

とします。
　
4. お問い合わせ先について
　ご不明点は、株主名簿管理人であるみずほ信託銀行 証券代行部までお問い合
わせください。
（1）インターネットによる議決権行使に関する専用お問い合わせ先
　フリーダイヤル 0120-768-524（平日9：00～21：00）

（2）上記以外の株式事務に関するお問い合わせ先
　フリーダイヤル 0120-288-324（平日9：00～17：00）

【機関投資家の皆様へ】
　管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人を含みます。）につきましては、株式会社東京証
券取引所等により設立された株式会社ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォームの利
用を事前に申し込まれた場合には、当社株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法
として、当該プラットフォームをご利用いただくことができます。

以 上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

　
第１号議案 剰余金処分の件

　
　期末配当に関する事項
　当社は、長期安定的な企業価値向上に向けた成長投資を継続するために、財務健全性、資
本効率性、株主還元のバランスを鑑みた資本政策を実施し、安定かつ継続的な配当を行うこ
とを「資本政策に関する基本的な方針」としております。
　この方針に基づき、当期の業績及び当面の業績予想並びに配当の安定性などを総合的に考
慮した結果、当期の期末配当につきましては次のとおりといたしたいと存じます。

（1）配当財産の種類
　金銭といたします。

（2）株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金６円 総額 1,137,432,204円
（注） 中間配当（１株につき金６円）を含めた当期の年間配当は１株につき金12円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
　2019年６月27日
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第２号議案 当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の更新の件
　2016年6月28日開催の当社第178回定時株主総会において、有効期間を2019年3月期に
かかる当社定時株主総会の終結時までとして「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買
収防衛策）」（以下「旧プラン」といいます。）の更新が承認されましたが、その後の経済情
勢等の変化等や買収防衛策をめぐる動向を踏まえつつ、当社の企業価値、株主共同の利益を
確保・向上させるための方策として、旧プランの継続の是非や内容について検討を行ってま
いりました。かかる検討の結果、2019年５月17日開催の当社取締役会において、本株主総
会で株主の皆様のご承認をいただくことを条件として、新株予約権の無償割当ての要件（発
動要件）を限定するなど一部変更した内容の「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買
収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）を更新すること（以下「本更新」といいま
す。）を決議いたしました。なお、上記取締役会においては、本更新につき出席した取締役
（社外取締役２名を含む。）の全員一致で承認可決がなされるとともに、出席した監査役全員
（社外監査役２名を含む。）が本更新に異議がない旨の意見を述べております。
　つきましては、本更新についてご承認をお願いするものであります。本更新に伴う旧プラ
ンからの主な変更点は次のとおりであります。
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「主な変更点」
ＮＯ 変更内容 変更後

1
情報提供期間の設定 追加的に情報提供の要求を行う場合、

最初に受領した日（初日不算入）から
60営業日に限定します。

2

検討期間の短縮 現金（円貨）：最長60営業日
（30営業日延長可能）

それ以外：最長90営業日
（30営業日延長可能）

（下記Ⅲ2.(2)(d)「買付等の内容の検
討・買付者等との交渉・代替案の提
示」②ご参照）

3

対抗措置の発動の判断において、
株主の皆様の意思を確認することとし
たこと

独立委員会から、株主意思確認総会を
招集し、本新株予約権の無償割当ての
実施に関する議案を諮ることの勧告を
受けた場合、実務面を含め株主意思確
認総会の開催が著しく困難な場合を除
き、株主意思確認総会を開催し、株主
の皆様による意思を反映させます。
（下記Ⅲ2.(2)(g)「株主意思確認総会の
開催」ご参照）

4

対抗措置の発動事由を限定したこと 以下の事由を発動事由から除くことと
します。
・支配権の獲得により当社の中長期的
な企業価値が毀損されると判断され
る場合
・買付後の経営方針または事業計画等
の内容が著しく不十分または不適当
なことが明らかである場合
（下記Ⅲ2.(3)「対抗措置発動の要件」
ご参照）
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買付者等の出現

買付者等による意向表明書の提出

（10 営業日以内に、当社が買付者等に対して買付説明書の様式を交付）

速やかに
送付

独立委員会の勧告を最大限尊重、株主総会開催の場合は当該決議に従う

提出

提出 不提出

不提出
買付説明書の提出

取　締　役　会

買付説明書の受領

（提出期限：最長 30 営業日）

（要求があれば）
　独立委員会に対し、意見・
根拠資料・代替案を提出

独　立　委　員　会

取締役会より
買付説明書を受領

（回答期限：最長 60 営業日）

（不十分であれば）
追加的な情報提供の要求

（必要に応じて）
取締役会に対し、意見・根拠
資料・代替案の提出を要求

（検討期間：最長 60 営業日または90 営業日
　　　 最長 30 営業日延長が可能）

買付等の検討、買付者等と交渉

本対抗措置
不発動の勧告

取締役会（必要に応じて株主総会）

本対抗措置の不発動の決議 本対抗措置の発動の決議

本対抗措置発動本対抗措置不発動

株主意思確認
総会招集の勧告

本対抗措置
発動の勧告

手
続
き
不
遵
守
に
よ
る
買
付
等

「本対応方針の概略図」

（注）概略図は本プランの手続きの概要を記載したものです。詳細につきましては本文を御参照ください。
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Ⅰ．当社の基本方針の内容
　当社は、先進の技術と従業員の強固な信頼関係をベースとして、環境負荷を低減した紙素
材の提供を通して、顧客・株主・取引先・地域社会等に貢献できる会社となり、同時に企業
価値の長期安定的な向上を図ることを、経営の最重要課題と認識しております。従いまし
て、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値ひいては株主共同の
利益を確保・向上させる者でなければならないと考えております。
　当社は、株式の大量買付であっても、当社自身の企業価値を増大させ、株主共同の利益を
向上させるものであれば、これを一概に否定するものではありません。会社の支配権の移転
については、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと認識しております。
　しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て却って企業価値ひいては株
主共同の利益を毀損するもの、株主に株式売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会
社の取締役会や株主が買付の条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案
を提案するための充分な時間や情報を提供しないもの等、対象会社の企業価値ひいては株主
共同の利益に資さないものも少なからず見受けられます。
　当社の属する製紙産業は、設備の投資から回収まで長期間を要するものであり、中長期的
視点での経営判断が必要とされます。当社は適宜・適切な設備投資を実施し、国際競争力を
確保して参りましたが、こうした努力が当社の株式の大量買付を行う者により中長期的に確
保され、向上させられなくてはなりません。また、当社の競争力の源泉は設備の比較優位性
だけでなく、需要家の皆様から当社製品の品質と短期間での納品をはじめとしたお客様の要
請に応えるきめ細かなサービスに対して、多くの御支持を頂いていることにあります。更
に、当社グループ従業員の一体感を持った、高いモチベーションや、当社とその事業がなさ
れる地域社会との関係も重要と考えられます。これらが当社の企業価値、ひいては株主共同
の利益の確保・向上にとって不可欠であると考えております。
　当社としては、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、このような当社の企業
価値の源泉を十分に理解したうえで、当社の企業価値、ひいては株主共同の利益を中長期的
に確保し、向上させる者でなければならないと考えております。従いまして、当社の企業価
値、ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある株式の大量買付を行う者は、当社の財
務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

Ⅱ．当社における基本方針の実現に資する取組みについて
　当社では、上記Ⅰに記載した基本方針を実現し、企業価値ひいては株主共同の利益を確
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保・向上させるための取り組みとして、以下の施策を実施しております。

　１．長期経営ビジョン及び中期経営計画の達成に向けて
　当社グループは、2011年４月に、2020年を目標とする長期経営ビジョン「Vision
2020」を策定するとともに、その達成に向けて2011年４月より「Ｇ－１st」計画、
2014年４月より「Ｃ-next」計画、2017年４月より「V-DRIVE」計画を策定し、海外
事業の拡大、国内事業の収益基盤強化など、様々な経営施策を戦略的に進めてまいりま
した。
　

　２．重点経営施策
(1) 事業環境認識
　景気は概ね安定した回復基調が底堅く推移しておりますが、国内紙パルプ産業につ
きましては、情報メディアの電子化による印刷・情報用紙の需要減少、物流経費や原
燃料価格の高騰、社会構造の変化等の影響により、一段と厳しい事業環境になってき
ております。

(2) 経営の基本方針
　当社グループは、1907年の創業以来、すべてのステークホルダーの皆さまからの
信頼をもとに、紙づくりを通じて社会に貢献してまいりました。2007年の100周年
以降は、川中に集中していた製紙事業から、川上の植林・パルプ事業、川下の紙加工
事業、代理店販売事業に至るまで、紙パルプ産業全体をグローバルに俯瞰したバリュ
ーチェーンを主体的に構築することにより、事業構造の転換と拡大を図ることで企業
価値を向上させてまいりました。
　また、昨年当社は、グループ全体の事業領域を更に進化・拡大させ、よりグローバ
ルに持続的な成長を果たすため、「グループ企業理念」と「グループ行動規範」を制
定するとともに、株主の皆様のご承認を経て「北越紀州製紙株式会社」より「北越コ
ーポレーション株式会社」へ社名を変更いたしました。
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グループ企業理念
私たちは人間本位の企業として、自然との共生のもと技術を高め
最高のものづくりによって、世界の人々の豊かな暮らしに貢献します。

グループ行動規範
１．私たちは、法令等を遵守し、社会規範に沿った責任ある行動をとります。
２．私たちは、環境保全に努め、社会・地域との共生を図ります。
３．私たちは、人権を尊重し、安全で衛生的な働きやすい職場環境の確保に努めます。
４．私たちは、誠実かつ公正な事業活動と適切な情報開示を行います。
５．私たちは、会社の資産及び情報を適切に管理します。

　更に、北越グループとしての一体感の醸成や価値観等の共有、グローバル市場で今
以上にグループ競争力を発揮できる体制を構築するため、あらたに「グループ環境憲
章」、「グループ原材料調達基本方針」、「グループ情報セキュリティ基本方針」を制定
いたしました。

(3) 中長期的な会社の経営戦略
　当社グループは、2020年に連結売上高3,000億円以上、営業利益150億円等を目
標とする長期経営ビジョン「Vision 2020」達成に向け、2017年４月より、新規分
野の創造と事業構成の変革を進める、中期経営計画「V-DRIVE」を推進してまいりま
した。2019年度は、「V-DRIVE」の最終年度であり、以下の重点経営課題を達成し、
更なる企業価値の拡大を目指してまいります。
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Value
価 値

V-DRIVE
3つの「V」に向かって加速する

Variation
変 革

Victory
勝 利

１．計画期間
　2017年４月１日～2020年３月31日（３年間）
２．連結経営目標　2020年３月期
　売上高 3,000億円
　営業利益 150億円
　売上高営業利益率 5.0％
　ROE 6.0％
　EBITDA 400億円
　ネットD／Eレシオ 0.6以下

中期経営計画「V-DRIVE」

(4) ５つのコア事業の取り組み
　洋紙事業につきましては、一昨年秋より続く原燃料価格の高騰や物流経費の上昇に
よるコストアップ等に対応するため、昨年11月、印刷・情報用紙の価格改定を公表
しました。
　また、当社は縮小する国内洋紙市場に対応するため、戦略的に輸出を拡大し、マシ
ンの稼働率を高め、最適生産体制を維持してきました。その結果、2018年の輸出数
量は年間約30万ｔとなり、過去最高の輸出数量となりました。あわせて、国内洋紙
の需給バランスの適正化を図るため、Ａ３オンコートマシンの新潟工場６号抄紙機を
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本年3月末をもって停機いたしました。しかし、昨年来の自然災害や諸事情により国
内印刷用紙の供給量が極端に不足している事態に対応し、国内製紙メーカーとして供
給責任の一端を果たすため、本年５月及び６月の期間に限定し新潟工場６号抄紙機を
再稼働いたしました。
　白板紙事業につきましては、食品、医薬及び高級化粧品等のパッケージ分野が堅調
に推移しており、現在は、関東工場に加え、紀州工場においても食品用途向け一次容
器用の原紙の生産を行っております。
　また、環境配慮の観点から、昨年10月より、主力製品のマリコートとＮＥＷ－Ｄ
Ｖの全種類を森林認証紙といたしました。来年開催される東京オリンピック・パラリ
ンピックにおいては、森林認証紙の需要に対し確実にお応えしてまいります。
　更に、中国の江門星輝造紙有限公司が営業開始後５年目を迎えました。中国政府の
環境規制強化の中、昨年11月には、一年振りに古紙輸入ライセンスを再取得し、安
定した生産を行っております。
　引き続き、国内・海外白板紙事業ともに、徹底したコストダウンと高効率操業を追
求してまいります。
　特殊紙事業につきましては、フランスのBernard Dumas S.A.S.に続き、新たな
収益基盤を確立するため、昨年、中国最大の経済都市である上海から西へ170km に
位置する浙江省長興県において、感熱紙事業を行うことを決定いたしました。
　中国国内におきましては、ｅコマースの普及による多種多様な商品の物流が年々増
加し、商品配送用に使用されるラベル用感熱紙の需要が急拡大しております。当社
は、紀州工場で生産した感熱紙用原紙を浙江省の新工場に供給し、感熱紙の生産・販
売を行います。今後は、商業生産開始に向け、江門星輝造紙有限公司と東拓（上海）
電材有限公司で培った中国ビジネスの経験を活かし、垂直立ち上げを図ってまいりま
す。
　紙加工事業につきましては、昨年、食品・化粧品包装分野をはじめとしたラミネー
ト事業拡大のため、８色グラビア印刷機を導入しました。また、主力の液体容器分野
におきましては、イタリアIPI S.r.l.の無菌充填包装システム「NSA-EVO」の販売を
開始したほか、昨年12月の製品価格改定の公表など更なる成長にむけた基盤整備を
推進してまいります。
　パルプ事業につきましては、カナダのAlberta-Pacific Forest Industries Inc.が、
2015年の買収以降、当社グループの連結売上高と収益に大きく貢献しており、今年
度も中核事業として安定した業績が見込まれております。引き続きパルプ事業は、当
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社グループの第５のコア事業として更なる成長を目指します。

(5) ＣＳＲ、グループガバナンスに関する取り組み
　当社グループは、持続的な企業価値向上を図るため、国連が提唱するＳＤＧｓ（持
続可能な開発目標）の内容を踏まえ、国際規格ＩＳＯ26000に準拠した活動推進目
標を定め、継続的かつ実効性の高いＣＳＲ活動を展開しております。
　環境施策については、日本経済新聞社が毎年実施している「企業の環境経営度調
査」において、CO2排出量の削減による温暖化対策や森林保全活動などの生物多様性
対応、国際的な森林認証に適合した製品対策等が評価され、紙パルプ業界では、２年
連続で首位を獲得しております。また、当社グループでは、昨年より紙の輸送の一部
をトラック輸送から環境負荷の少ない貨車輸送へ切り替えるなどモーダルシフトを推
進してきたほか、昨年造船した国内最大級の大型チップ船は、従来船と比較し燃費性
能が約15％向上するなど環境性能に優れており、チップの輸送能力向上も同時に実
現いたしました。
　更に、環境保全に対する考えを当社グループで共有し、推進していくために、グル
ープ環境憲章を制定いたしました。
　原材料調達においては、環境、社会、人権に配慮したＣＳＲ調達を推進するため、
グループ原材料調達基本方針を制定するとともに、サプライチェーン全体で「最高の
ものづくり」を追求していきます。
　あわせて、ＣＳＲ活動の実効性を高め、当社グループの経営管理レベルの向上を図
るため、昨年、経営管理の要点を網羅的に記載したマネジメントブックを作成いたし
ました。現在、マネジメントブックに基づくチェックリストを活用し、当社グループ
の連結経営体制の基盤を強化しております。

(6) 研究開発の推進
　当社研究所は、2018年度より新潟県工業技術総合研究所との間においてセルロー
スナノファイバー（ＣＮＦ）を利用した表面コーティング剤や、電磁波等を遮断する
紙の開発に向けた共同研究を始めたほか、従来のインターンシップを発展させ、長岡
技術科学大学と連携して紙・パルプの新しい可能性に向け研究開発を推進しておりま
す。
　更に、次世代素材であるＣＮＦと、先端素材である炭素繊維を融合させた新しい複
合材料の開発を進め、オールセルロースのＣＮＦ強化材料であるバルカナイズドファ
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イバー（ＶＦ）に炭素繊維を少量配合することで、周囲環境の変化による伸縮を抑制
しつつ、加工適性及び強度を維持し、従来のＶＦに比べて２割ほど軽量化した複合素
材を開発することに成功いたしました。すでに当社の子会社である北越東洋ファイバ
ー株式会社で量産技術も確立しております。

　今後も、当社グループは、すべてのステークホルダーの皆さまからの信頼をもとに、次世
代を見据えた進化と成長を目指してまいります。

Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配される
ことを防止するための取組み

　１． 本更新の目的
　 本プランは、以下のとおり、上記Ⅰに記載した基本方針に沿って、当社の企業価値・
株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、更新するものです。当社取締役
会は、上記Ⅰの基本方針に定めるとおり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資
さない大規模買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者とし
て不適切であると考えています。そして、こうした不適切な者によって当社の財務及び
事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益
に反する大規模買付行為を抑止するためには、当社株式に対する大量買付が行われた場
合、当該大量買付に応じるか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替
案を提案するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者と交渉
を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反す
る買付行為を抑止するための枠組みが必要不可欠であると判断いたしました。
　なお、2019年3月31日現在における当社株式の保有状況の概要は別紙1のとおりで
す。現時点において、当社が特定の第三者から大量取得行為を行う旨の通知や提案を受
けている事実はございません。

２． 本プランの内容
(1) 本プランの概要
(a) 本プランの発動に係る手続の設定
　本プランは、まず、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを
目的として、当社株式に対する買付等（下記(2)「対抗措置の発動に係る手続」(a)
に定義されます。以下同じ。）が行われる場合に、買付者等（下記(2)「対抗措置の
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発動に係る手続」(a)に定義されます。以下同じ。）に対し、事前に当該買付等に関
する情報の提供を求め、当社が、当該買付等についての情報収集・検討等を行う期
間を確保した上で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付
者等との交渉等を行っていくための手続を定めています（下記(2)「対抗措置の発
動に係る手続」ご参照）。

(b) 対抗措置の発動と独立委員会の利用
　買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を行う等、買
付者等による買付等が下記(3)「対抗措置発動の要件」(a)ないし(e)に該当し対抗措
置を発動することが相当であると認められる場合は、当社は、会社法その他の法律
及び当社定款が当社取締役会の権限として認める措置（以下「対抗措置」といいま
す。）をとり、当該買付等に対抗することがあります。当社取締役会は、具体的に
いかなる対抗措置を講じるかについては、その時点で最も適切と当社取締役会が判
断したものを選択することとしますが、現時点における具体的な対抗措置として
は、新株予約権の無償割当てを行うことを予定しており、その場合には、当該買付
者等による権利行使は認められないとの差別的行使条件及び当社が当該買付者等以
外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の差別的取得条項等の条項
が付された新株予約権（その詳細は下記(4)「本新株予約権の無償割当ての概要」
にて後述するものとし、以下「本新株予約権」といいます。）を、その時点の全て
の株主に対して新株予約権無償割当ての方法（会社法第277条以降に規定されま
す。）により割り当てます。
　なお、対抗措置の発動、不発動または中止等の判断については、当社取締役会の
恣意的判断を排するため、独立委員会規程（その概要については別紙2ご参照）に
従い、(i)当社の社外取締役もしくは社外監査役または(ii)社外の有識者（実績ある
会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士及び学識経験者等）で、当社経営陣
から独立した者のみから構成される独立委員会（以下「独立委員会」といいます。）
の判断を経るとともに、株主の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性を確
保することとしています。独立委員会の委員には、独立委員会の現任委員である当
社社外監査役糸魚川順氏及び渡邊啓司氏並びに株式会社アルビレックス新潟取締役
会長池田弘氏が、それぞれ就任する予定です（各委員の氏名及び略歴については別
紙3ご参照）。
　なお、当社は、株式会社東京証券取引所が規定する有価証券上場規程第436条の
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2に基づき、独立委員会の現任委員である当社社外監査役糸魚川順氏及び渡邊啓司
氏を一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員に指定しています。
(c) 本新株予約権の行使及び当社による本新株予約権の取得
　仮に、本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされた場合で、買付者等
以外の株主の皆様により本新株予約権が行使された場合、または当社による本新株
予約権の取得と引換えに、買付者等以外の株主の皆様に対して当社株式が交付され
た場合には、当該買付者等の有する当社株式の議決権割合は、大幅に希釈化される
可能性があります。

(2) 対抗措置の発動に係る手続
(a) 対象となる買付等
　本プランにおいては、以下①ないし③に該当する行為（当社取締役会が当該買付
等と同視しうる行為と合理的に判断した行為を含み、当社取締役会が予め承認した
場合を除きます。以下「買付等」と総称します。）を対象とします。
① 当社が発行者である株券等1について、大規模買付者グループ（注1）の、買付

け等の後における株券等保有割合2の合計が20%以上となる買付け等
② 当社が発行者である株券等3について、公開買付け4の後における公開買付者グ
ループ（注2）の株券等所有割合5の合計が20%以上となることを目的とする公
開買付け

______________________________________________
1金融商品取引法第27条の23第1項に定義されます。以下、別段の定めがない限り同様とします。
2金融商品取引法第27条の23第4項に定義される株券等保有割合につき、株券等の保有者及び共同保有者以外の大規模
買付者グループに属する者を同項に規定する共同保有者とみなして算出した割合をいいます。以下、別段の定めがない
限り同様とします。
3金融商品取引法第27条の2第1項に定義されます。
4金融商品取引法第27条の2第6項に定義されます。以下、同じ。
5金融商品取引法第27条の2第8項に定義される株券等所有割合につき、公開買付者及び特別関係者以外の公開買付者グ
ループに属する者を同項に規定する特別関係者とみなして算出した割合をいいます。以下、別段の定めがない限り同様
とします。
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③ 当社が発行者である株券等についての買付け等または公開買付けの実施にかか
わらず、大規模買付者グループと、当該大規模買付者グループとの当社の株券
等に係る株券等保有割合の合計が20%以上となるような当社の他の株主との間
で、当該他の株主が当該大規模買付者グループに属するいずれかの者の共同保
有者6に該当するに至るような合意その他の行為、または当該大規模買付者グ
ループに属するいずれかの者と当該他の株主との間にその一方が他方を実質的
に支配し若しくはそれらの者が共同ないし協調して行動する関係7を樹立する
行為

（注1）
　「大規模買付者グループ」とは、当社が発行者である株券等の保有者8及びその共同保有
者、これらの者との間にフィナンシャル・アドバイザリー契約を締結している投資銀行、証
券会社その他の金融機関その他当該保有者または共同保有者と実質的利害を共通にしている
者、並びにこれらの者が実質的に支配しまたはこれらの者と共同ないし協調して行動する者
として当社取締役会が合理的に認めた者を合わせたグループをいいます。
（注2）
　「公開買付者グループ」とは、公開買付者自身と、その特別関係者9、これらの者との間
にフィナンシャル・アドバイザリー契約を締結している投資銀行、証券会社その他の金融機
関その他公開買付者またはその特別関係者と実質的利害を共通にしている者、公開買付代理
人、及びこれらの者が実質的に支配しまたはこれらの者と共同ないし協調して行動する者と
して当社取締役会が合理的に認めた者を合わせたグループをいいます。

______________________________________________
6金融商品取引法第27条の23第5項に規定する共同保有者をいい、同条第6項により共同保有者とみなされる者を含みま
す（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）。以下、同じ。
7このような関係が樹立されたか否かの判定は、新たな出資関係、取引ないし契約関係、役員兼任関係及び資金提供関係
等の形成や、当該大規模買付者グループに属する者及び当該他の株主が当社に対して直接間接に及ぼす影響等を基礎に
行うものとします。
8金融商品取引法第27条の23第1項に規定する保有者をいい、同条第3項により保有者とみなされる者を含みます（当社
取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）。以下、同じ。
9金融商品取引法第27条の2第7項に規定する特別関係者をいいます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含み
ます。）。以下、同じ。
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　以下、公開買付者グループ及び大規模買付者グループと、上記③において定める
「他の株主」とを併せて、「買付者等」といいます。
　買付等を行おうとする者は、予め本プランに定められる手続に従うものとし、本
プランに従い当社取締役会が本新株予約権の無償割当ての不実施に関する決議を行
うまでの間、買付等を実行してはならないものとします。

(b) 意向表明書の提出
　買付者等は、買付等の開始又は実行に先立ち、別途当社の定める書式により、本
プランの手続を遵守する旨の誓約文言等を含む法的拘束力のある書面（買付者等の
代表者による署名または記名捺印のなされたものとし、条件または留保等は付され
てはならないものとします。）及び当該署名または記名捺印を行った代表者の資格
証明書（以下、これらをあわせて「意向表明書」といいます。）を当社に対して提
出していただきます。意向表明書には、買付者等の氏名または名称、住所または本
店、事務所等の所在地、設立準拠法、代表者の氏名、日本国内における連絡先及び
企図されている買付等の概要等を明示していただきます。なお、意向表明書及び下
記(c)に定める買付説明書その他買付者等が当社または独立委員会に提出する資料
における使用言語は日本語に限ります。
(c) 買付者等に対する情報提供の要求
　当社は、意向表明書を受領した日から10営業日以内に、買付説明書（以下に定
義されます。）の様式（買付者等が当社に提供すべき情報を記載した「必要情報リ
スト」を含みます。）を買付者等に対して交付いたします。買付者等は、当社が交
付した書式に従い、下記の各号に定める、買付等の内容の検討に必要な情報（以下
「本必要情報」といいます。）を記載した書面（以下「買付説明書」といいます。）
を当社取締役会に対して提出していただきます。
　当社取締役会は、買付説明書を受領した場合、速やかにこれを独立委員会に提供
するものとします。独立委員会は、これを受けて、当該買付説明書の記載内容が本
必要情報として不十分であると判断した場合には、買付者等に対し、適宜回答期限
を定めた上、自らまたは当社取締役会等を通じて本必要情報を追加的に提出するよ
う求めることがあります。ただし、買付者等に本必要情報を追加的に提供していた
だく期限の上限を、当社が必要情報リストに従った情報を買付者等から最初に受領
した日（初日不算入）から60営業日に限定し、60営業日が満了した時点で後記(d)
に規定する検討を開始するものとします。

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2019年05月28日 19時51分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 19 ―

記
① 買付者等（（ファンドの場合は）組合員その他の構成員を含みます。）の詳細
（沿革、具体的名称、資本構成、事業内容、財務内容、役員の氏名及び職歴等
を含みます。）

② 買付等の目的、方法及び内容（経営参画の意思の有無、買付対価の価額・種
類、買付等の時期、関連する取引の仕組み、買付方法の適法性、買付実行の可
能性等を含みます。）

③ 買付等の価額の算定根拠（算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定に用
いた数値情報並びに買付に係る一連の取引により生じることが予想されるシナ
ジーの内容、そのうち少数株主に対して分配されるシナジーの内容、算定の際
に第三者の意見を聴取した場合における当該第三者の名称、意見の概要及び当
該意見を踏まえて金額を決定するに至った経緯を含みます。）

④ 買付等の資金の裏付け（買付資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具
体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。）

⑤ 買付等に際しての第三者との間における意思連絡の有無及び意思連絡がある場
合はその内容及び当該第三者の概要

⑥ 買付者等が既に保有する当社の株券等に関する貸借契約、担保契約、売戻契
約、売買の予約その他の重要な契約または取決め（以下「担保契約等」といい
ます。）がある場合には、その契約の種類、契約の相手方及び契約の対象とな
っている株券等の数量等の当該担保契約等の具体的内容

⑦ 買付者等が買付等において取得を予定する当社の株券等に関し担保契約等の締
結その他第三者との間の合意の予定がある場合には、予定している合意の種
類、契約の相手方及び契約の対象となっている株券等の数量等の当該合意の具
体的内容

⑧ 買付等の後の当社グループの経営方針、事業計画、資本政策及び配当政策
⑨ 買付等の後における当社の従業員、取引先、顧客、地域社会その他当社に係る

利害関係者に対する処遇方針ないし影響
⑩ その他当社取締役会または独立委員会が合理的に必要と判断する情報

　なお、独立委員会は、買付者等が本プランに定められた手続に従うことなく買付等
を開始したものと認められる場合には、原則として、下記(e)①記載のとおり、当社
取締役会に対して、対抗措置を発動することを勧告します。
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(d) 買付等の内容の検討・買付者等との交渉・代替案の提示
① 当社取締役会に対する情報提供の要求
　独立委員会は、買付者等から買付説明書及び独立委員会から追加提出を求め
られた本必要情報（もしあれば）が提出された場合、当社取締役会に対して
も、原則として最長30営業日の期間内に買付者等の買付等の内容に対する意
見（留保する旨の意見を含むものとします。以下同じ。）、その根拠資料、及び
代替案（もしあれば）その他独立委員会が適宜必要と認める情報・資料等を速
やかに提示するよう要求することがあります。

② 独立委員会による検討作業
　買付者等から買付説明書及び本必要情報（追加的に要求したものも含みま
す。）及び（上記のとおり当社取締役会に対して情報の提供を要求した場合に
は）当社取締役会からの情報・資料等の提供が充分になされたと独立委員会が
認めた場合、独立委員会は、原則として買付の対価が現金（円貨）の場合、最
長60営業日10 （それ以外の場合は最長90営業日）の検討期間（以下「独立委
員会検討期間」といいます。）を設定するとともに、自らまたは当社取締役会
等をして、買付者等から本必要情報の提供がなされた旨、独立委員会検討期間
を設定した旨及び設定した当該独立委員会検討期間について速やかに情報開示
し、かかる開示の日をもって独立委員会検討期間の開始日とするものとしま
す。なお、独立委員会の検討期間については、当社の事業態様・規模・内容、
株主の皆様を含む利害関係者や独立委員会の委員の状況などに照らし、買付等
の内容が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するか否かの観点から実
質的かつ充分な検討期間を確保する必要があるため、営業日を採用していま
す。

______________________________________________
10 行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）第1条第1項各号に掲げる日を除いた日をいいます。
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　 独立委員会は、独立委員会検討期間内において買付者等及び当社取締役会か
ら提供された情報・資料等に基づき、当社の企業価値・株主共同の利益の確
保・向上の観点から、買付者等の買付等の内容の検討、当社取締役会による代
替案の検討及び買付者等と当社取締役会の事業計画等に関する情報収集・比較
検討等を行います。また、独立委員会は、必要があれば、当社の企業価値・株
主共同の利益の確保・向上という観点から当該買付等の内容を改善させるため
に、直接または間接に、当該買付者等と協議・交渉を行うものとします。
　買付者等は、独立委員会が、独立委員会検討期間において、自らまたは当社
取締役会等を通じて、検討資料その他の情報提供、協議・交渉等を求めた場合
には、速やかにこれに応じなければならないものとします。なお、買付者等
は、独立委員会検討期間が終了するまでは、買付等を開始することはできない
ものとします。また、独立委員会が対抗措置の発動を勧告している場合も、買
付者等は買付等を開始することはできないものとします。独立委員会の判断
が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するようになされることを確
保するために、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（フィナンシャ
ル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含
みます。）の助言を得ることができるものとします。

③ 株主に対する情報開示
　 独立委員会は、自らまたは当社取締役会等をして、買付説明書の提出の事実
とその概要については速やかに情報開示を行うものとし、本必要情報の概要そ
の他の情報のうち独立委員会が適切と判断する事項について、独立委員会が適
切であると合理的客観的に判断する時点で情報開示を行います。

(e) 独立委員会における判断方法
　独立委員会は、買付者等が出現した場合において、以下の手続に従い、当社取締
役会に対する勧告を行うものとします。なお、独立委員会が当社取締役会に対して
下記①から③に定める勧告または決議をした場合その他独立委員会が適切と考える
場合には、独立委員会は、当該勧告または決議の事実とその概要その他独立委員会
が適切と判断する事項（下記③に従い独立委員会検討期間を延長する旨の決議を行
う場合にはその旨及び延長の理由の概要を含みます。）について、速やかに情報開
示を行います。

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2019年05月28日 19時51分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 22 ―

① 独立委員会が対抗措置の発動を勧告する場合
独立委員会は、買付者等が上記(b)ないし(d)に規定する手続を遵守しなかっ
た場合、または買付者等の買付等の内容の検討、買付者等との協議・交渉の結
果、買付者等による買付等が下記(3)「対抗措置発動の要件」に定める要件の
いずれかに該当し対抗措置の発動が相当であると判断した場合には、独立委員
会検討期間の開始または終了の有無を問わず、当社取締役会に対して、対抗措
置の発動を勧告（但し、独立委員会は、必要と認めた場合には対抗措置の発動
時期等について条件等を付して勧告をすることができます。）します。なお、
（ア）独立委員会が、当該買付行為は当社の企業価値及び株主共同の利益を著
しく損なうと認められるとの勧告に至らない場合において、当社取締役会がこ
れと異なる判断を行おうとする場合、（イ）独立委員会が、対抗措置を発動す
ることが許容されると判断した場合であって、当社取締役会が更に株主の皆様
の意思を確認することが適切と考える場合、または（ウ）その他当社取締役会
が株主の皆様の意思を確認することが適切であると考える場合には、対抗措置
の発動の賛否に関する株主意思の確認手続きとして、当該目的のために株主総
会（以下「株主意思確認総会」といいます。）の招集を勧告することができる
ものとします。
但し、独立委員会は、一旦対抗措置の発動を勧告した後も、以下のいずれか
の事由に該当すると判断した場合には、対抗措置発動の中止を含む別個の判断
を行い、これを当社取締役会に対して勧告することができるものとします。
(i) 当該勧告後買付者等が買付等を撤回した場合その他買付等が存しなくなっ
た場合

(ii) 当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、買付者等による
買付等が下記(3)「対抗措置発動の要件」に定める要件のいずれにも該当
しないか、もしくは該当しても直ちに対抗措置を発動することが相当では
なくなった場合

② 独立委員会が対抗措置の不発動を勧告する場合
独立委員会は、買付者等の買付等の内容の検討、買付者等との協議・交渉の
結果、買付者等による買付等が下記(3)「対抗措置発動の要件」に定める要件
のいずれにも該当しないか、もしくは該当しても対抗措置を発動することが相
当でないと判断した場合、または当社取締役会が独立委員会の要求にかかわら
ず上記(d)①に規定する意見及び独立委員会が要求する情報・資料等を所定期
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間内に提示しなかった場合には、独立委員会検討期間の終了の有無を問わず、
当社取締役会に対して、対抗措置の不発動を勧告します。
但し、独立委員会は、一旦対抗措置の不発動の勧告をした後でも、当該勧告
の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、買付者等による買付等が下記
(3)「対抗措置発動の要件」に定める要件のいずれかに該当し対抗措置を発動
することが相当であると判断するに至った場合には、対抗措置の発動を含む別
個の判断を行い、これを当社取締役会に勧告することができるものとします。

③ 独立委員会が独立委員会検討期間の延長を行う場合
独立委員会が、当初の独立委員会検討期間終了時までに、対抗措置の発動ま
たは不発動の勧告を行うに至らない場合には、独立委員会は、当該買付者等の
買付内容の検討、当該買付者等との協議・交渉、代替案の検討等に必要とされ
る範囲内（但し、原則として30営業日を上限とします。）で、独立委員会検討
期間を延長する旨の決議を行います。
上記延長の決議により独立委員会検討期間が延長された場合、独立委員会

は、独立委員会検討期間が延長された旨及び延長の理由の概要を速やかに情報
開示するとともに、引き続き、情報収集、検討等を行うものとし、延長期間内
に対抗措置の発動または不発動の勧告や代替案の提示等を行うよう最大限努め
るものとします。

(f) 取締役会の決議
　当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断にあたっては、独立委員会の
上記勧告を最大限尊重するものとします。但し、下記（g）に記載する株主意思確
認総会が開催された場合は、当該決議に従うものとします。
　当社取締役会は、対抗措置の発動または不発動等に関する決議（対抗措置の発動
または不発動の中止を含みます。）を行った場合速やかに、当該決議の概要その他
当社取締役会が適切と判断する事項（発動の要否に関する取締役会の評価、判断、
意見等）について、情報開示を行います。

(g) 株主意思確認総会の開催
　当社取締役会は、独立委員会から、株主意思確認総会を招集し、本新株予約権の
無償割当ての実施に関する議案を諮ることの勧告を受けた場合には、実務面を含め
株主意思確認総会の開催が著しく困難な場合を除き、速やかに株主意思確認総会を
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招集し、本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案を付議する旨を決議するも
のとします。そして、当該株主意思確認総会において本新株予約権の無償割当ての
実施に関する議案が可決された場合には、当社取締役会は、本新株予約権の無償割
当てに必要な手続きを遂行するものとします（当該株主意思確認総会において、本
新株予約権の無償割当てに関する事項の決定を、当社取締役会に委任する旨の決議
がなされた場合には、本新株予約権の無償割当ての実施に関する取締役会決議を行
うものとします。）。一方、当該株主意思確認総会において本新株予約権の無償割当
ての実施に関する議案が否決された場合には、当社取締役会は、本新株予約権の無
償割当ての不実施に関する決議を行うものとします。
　当社取締役会は、上記各取締役会決議を行った場合または上記株主意思確認総会
決議が行われた場合には、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事
項について、速やかに情報開示を行います。
　なお、買付者等は、当社取締役会が本新株予約権の無償割当ての不実施に関する
決議を行うまでの間、買付等を実行してはならないものとします。

(3) 対抗措置発動の要件
　当社は、買付者等による買付等が下記のいずれかに該当し対抗措置を発動すること
が相当であると認められる場合、上記(2)「対抗措置の発動に係る手続」(f)に記載さ
れる当社取締役会の決議を原則として、その時点で最も適切と当社取締役会が判断し
た対抗措置を発動することとします（現時点における具体的な対抗措置は、本新株予
約権の無償割当てを実施することを予定しております。）。なお、上記(2)「対抗措置
の発動に係る手続」(e)のとおり、下記の要件に該当し対抗措置を発動することが相
当であるかどうかについては、必ず独立委員会の判断を経ることになります。

(a) 上記(2)「対抗措置の発動に係る手続」(b)に定める意向表明書の提出、(c)に定
める情報提供及び独立委員会検討期間の確保その他本プランに定める手続（買付等
の内容を判断するために必要とされる時間や情報の提供がなされない場合を含みま
す。）を遵守しない買付等である場合

(b) 下記に掲げる買付等である場合
① 株式等を買い占め、その株式等につき当社に対して高値で買取りを要求する行
為その他これに類似する行為により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益
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に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等
② 当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等、当
社の犠牲の下に買付者等の利益を実現する経営を行うような行為その他これに
類似する行為により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な
侵害をもたらすおそれのある買付等

③ 当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流
用する行為その他これに類似する行為により、当社の企業価値ひいては株主共
同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等

④ 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等
を処分させ、その処分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、一時的高配
当による株価の急上昇の機会を狙って高値で売り抜ける行為その他これに類似
する行為により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害
をもたらすおそれのある買付等

(c) 強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目
の買付条件を株主に対して不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等
の株式買付を行うことをいいます。）等株主に株式の売却を事実上強要するおそれ
のある買付等である場合

(d) 当社の企業価値を生み出すうえで必要不可欠な生産体制及び販売体制を支える
当社の従業員、取引先、顧客、地域社会等との関係を破壊することで当社の企業価
値ひいては株主共同の利益に反する重大なおそれがある買付等であることが合理的
かつ客観的に明らかであると合理的な根拠をもって判断される場合

(e) 法令または定款等に違反する買付等である場合

(4) 本新株予約権の無償割当ての概要
　当社取締役会は、具体的にいかなる対抗措置を講じるかについては、その時点で最
も適切と当社取締役会が判断したものを選択することとしますが、現時点における本
プランに基づき実施する対抗措置としては、本新株予約権の無償割当てを予定してお
り、対抗措置として本新株予約権の無償割当てが選択された場合の本新株予約権の概
要は、別紙4「本新株予約権無償割当ての概要」記載のとおりです。
　本新株予約権無償割当てをする場合には、特定買付者等（別紙4「本新株予約権の
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無償割当ての概要」7に定義されます。以下、同じ。）による権利行使は認められない
との差別的行使条件や、当社が特定買付者等以外の者が有する本新株予約権を取得し
て対価として当社株式を交付することができる旨を定めた差別的取得条項などの条項
が定められる予定です。

(5) 本プランの有効期間、廃止及び変更
　本プランの有効期間は、旧プランの有効期間満了時から2022年3月期にかかる定
時株主総会の終結時までとします。但し、本プランの有効期間の満了前であっても、
当社の株主総会において本プランを変更または廃止する旨の決議が行われた場合に
は、本プランは当該決議に従いその時点で変更または廃止されるものとします。ま
た、当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プラン
はその時点で廃止されるものとします。
なお、当社取締役会は、会社法、金融商品取引法その他の法令もしくは証券取引所規
則の変更またはこれらの解釈・運用の変更、または税制、裁判例等の変更により合理
的に必要と認められる範囲で、独立委員会の承認を得た上で、本プランを修正し、ま
たは変更する場合があります。
　当社は、本プランが廃止または変更された場合には、当該廃止または変更の事実及
び（変更の場合には）変更内容その他当社取締役会または独立委員会が適切と認める
事項について、情報開示を速やかに行います。

(6) 法令の改正等による修正
　本プランで引用する法令の規定は、2019年5月17日現在施行されている規定を前
提としているものであり、同日以後、法令の新設または改廃により、上記各項に定め
る条項ないし用語の意義等に修正を加える必要が生じた場合には、当該新設または改
廃の趣旨を考慮の上、上記各項に定める条項ないし用語の意義等を適宜合理的な範囲
内で読み替えることができるものとします。

3. 株主の皆様への影響
(1) 本プランの更新時に株主の皆様に与える影響
　本プランの更新時点においては、本新株予約権の無償割当て自体は行われませんの
で、株主及び投資家の皆様の権利に直接具体的な影響が生じることはありません。
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(2) 対抗措置発動時に株主の皆様に与える影響
　本プランが更新され、本プランに基づき本新株予約権無償割当て決議がなされた場
合に株主の皆様に与える影響は以下のとおりです。
(a) 本新株予約権の無償割当ての手続及び株主名簿への記録の手続
　当社取締役会において、企業価値・株主共同の利益の確保・向上を目的として、
本新株予約権の無償割当ての取締役会決議（以下「本新株予約権無償割当て決議」
といいます。）を行うことがありますが、その場合には、当社は、当該決議におい
て割当期日（以下「割当期日」といいます。）を定め、これを公告いたします。こ
の場合、割当期日における最終の株主名簿に記録された株主の皆様（以下「割当対
象株主」といいます。）に対し、本新株予約権無償割当て決議において当社取締役
会が定める割合で、本新株予約権が無償にて割り当てられます。従いまして、株主
の皆様におかれては、当該割当期日における最終の株主名簿に記録される必要があ
ります。なお、割当対象株主の皆様は、当該本新株予約権の無償割当ての効力発生
日において、当然に本新株予約権に係る新株予約権者となるため、申込の手続等は
不要です。
　なお、一旦本新株予約権無償割当て決議がなされた場合であっても、当社は、上
記Ⅲ.2.(2)「対抗措置の発動に係る手続」(e)に記載した独立委員会の勧告を最大限
尊重して、本新株予約権の無償割当ての効力発生日までに本新株予約権の無償割当
てを中止し、または本新株予約権の無償割当ての効力発生日後本新株予約権の行使
期間の初日の前日までに本新株予約権を無償にて取得する場合があります。これら
の場合には、当社株式の株価に相応の変動が生じる可能性があります。例えば、本
新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定した後（権利落ち日以降）におい
て、当社が本新株予約権を無償取得して新株を交付しない場合には、1株あたりの
株式の価値の希釈化は生じませんので、当社株式の株価の希釈化が生じることを前
提にして売買を行った投資者の方は、株価の変動により不測の損害を被る可能性が
あります。

(b) 本新株予約権の行使の手続
　当社は、割当対象株主の皆様に対し、原則として、本新株予約権の行使請求書
（行使に係る本新株予約権の内容及び数、本新株予約権を行使する日等の必要事項、
並びに株主ご自身が本新株予約権の行使条件を充足すること等についての表明保証
条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式によるものとします。）そ
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の他本新株予約権の権利行使に必要な書類を送付いたします。本新株予約権の無償
割当て後、株主の皆様においては、本新株予約権の行使期間内に、これらの必要書
類を提出した上、本新株予約権1個当たり1円を下限とし、当社取締役会が本新株
予約権無償割当て決議において定める行使価額に相当する金銭を払込取扱場所に払
い込むことにより、1個の本新株予約権につき、原則として1株（当社取締役会が、
本新株予約権の無償割当て決議に際し、発行可能株式総数の範囲内で、本新株予約
権1個当たりの目的である株式の数（以下「対象株式数」といいます。）を1株を超
える数または1株未満の数と定めた場合においては、当該定められた数）の当社株
式が発行されることになります。
　仮に、株主の皆様が、こうした本新株予約権の行使及び行使価額相当の金銭の払
込を行わなければ、他の株主の皆様による本新株予約権の行使により、その保有す
る当社株式が希釈化することになります。
　但し、当社は、下記(c)に記載するところに従って特定買付者等以外の株主の皆
様から本新株予約権を取得し、それと引換えに当社株式を交付することがありま
す。当社がかかる取得の手続を取った場合、特定買付者等以外の株主の皆様は、本
新株予約権の行使及び行使価額相当の金銭の払込をせずに当社株式を受領すること
となり、その保有する当社株式の希釈化は原則として生じません。

(c) 当社による本新株予約権の取得の手続
　当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、法定の手
続に従い、当社取締役会が別に定める日において、特定買付者等以外の株主の皆様
から本新株予約権を取得し、これと引換えに当社株式をかかる株主の皆様に交付す
ることがあります。この場合、かかる株主の皆様は、行使価額相当の金銭を払い込
むことなく、当社による当該本新株予約権の取得の対価として、1個の本新株予約
権につき原則として1株（当社取締役会が、本新株予約権の無償割当て決議に際し、
発行可能株式総数の範囲内で、対象株式数を1株を超える数または1株未満の数と
定めた場合においては、当該定められた数）の当社株式を受領することになりま
す。また、かかる取得がなされた日以降に、特定買付者等以外の者が存在すると当
社取締役会が認める場合には、当該特定買付者等以外の者の有する未行使の本新株
予約権の全てを同様に取得することができるものとし、その後も同様とします。な
お、かかる株主の皆様には、別途、ご自身が特定買付者等でないこと等を表明する
当社所定の書式による誓約書をご提出いただくことがあります。
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　上記のほか、本新株予約権の割当て方法、行使の方法及び当社による取得の方法
の詳細につきましては、本新株予約権の無償割当て決議が行われた後、株主の皆様
に対して公表または通知いたしますので、当該内容をご確認下さい。

Ⅳ. 上記の取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由
１. 本プランが上記Ⅰの基本方針に沿うものであること
　本プランは、当社株式に対する買付等が行われた場合に、当該買付等に応じるべきか
否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情
報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とする
ことにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的
をもって導入されるものです。従いまして、本プランは、当社の上記Ⅰの基本方針に沿
うものです。

２. 本プランが株主共同の利益を損なうものでなく、当社役員の地位の維持を目的とす
るものでないこと
　本プランは以下に述べるとおり高度の合理性を有しており、当社の企業価値ひいては
株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするもの
ではありません。

(1) 買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること
　本プランは、経済産業省及び法務省が2005年5月27日に発表した「企業価値・株
主共同の利益の確保または向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則
（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要
性・相当性確保の原則）を完全に充足しています。
　また、本プランは、経済産業省に設置された企業価値研究会が2008年6月30日に
公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」を踏まえた内容とな
っています。

(2) 株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること
　本プランは、当社株式に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか
否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な
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情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能と
することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるとい
う目的をもって導入されるものです。

(3) 株主の合理的意思に依拠したものであること
　本プランは、上記のとおり本株主総会において承認されることにより更新されま
す。また、上記Ⅲ.2.(5)「本プランの有効期間、廃止及び変更」に記載したとおり、
本プランの有効期間は旧プランの有効期間満了時から2022年3月期にかかる定時株
主総会の終結時までと限定されており、かつその有効期間の満了前であっても、当社
株主総会において、本プランの変更または廃止の決議がなされた場合には、本プラン
は当該決議に従いその時点で変更または廃止されるものとされており、本プランの消
長及び内容は、当社株主の皆様の合理的意思に依拠したものとなっております。

(4) 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示
　本プランにおいては、上記Ⅲ.2.(1)「本プランの概要」(b)に記載したとおり、当社
取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために本プランの発動等の運用に際し
ての実質的な判断を客観的に行う機関として、独立委員会を設置することとしており
ます。
　独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、(i)当社の社外取締
役もしくは社外監査役または(ii)社外の有識者のいずれかに該当する委員3名以上によ
り構成されます。
　また、独立委員会の判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされ
ており、当社の企業価値・株主共同の利益に資する範囲で本プランの透明な運営が行
われる仕組みが確保されています。

(5) 合理的な客観的発動要件の設定
　本プランにおいては、上記Ⅲ.2.(2)「対抗措置の発動に係る手続」及び(3)「対抗措
置発動の要件」にて記載したとおり、予め定められた合理的な客観的発動要件が充足
されなければ本プランに基づく対抗措置が発動されないように設定されており、当社
取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえま
す。
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(6) 第三者専門家の意見の取得
　上記Ⅲ.2.(2)「対抗措置の発動に係る手続」にて記載したとおり、買付者等が出現
すると、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（フィナンシャル・アドバイ
ザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を
得ることができることとされています。これにより、独立委員会による判断の公正
さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっています。

(7) デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと
　上記Ⅲ.2.(5)「本プランの有効期間、廃止及び変更」にて記載したとおり、本プラ
ンが株主総会決議により廃止された場合には、本プランは当該決議に従いその時点で
廃止されることになります。また、本プランは、当社の株主総会で選任された取締役
で構成される取締役会により廃止することができるものとされております。そのた
め、当社の株券等を大量に買い付けた者が、当社株主総会で取締役を指名し、かかる
取締役で構成される取締役会により、本プランを廃止することが可能です。
　従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交
替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は期
差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の
構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要す
る買収防衛策）でもありません。
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別紙１
当社株式の保有状況の概要
（2019年3月31日現在）

1. 発行可能株式総数 500,000,000株
2. 発行済株式総数 209,263,814株
3. 単元株式数以上保有している株主数 8,307名 (１単元の株式数 100株)
4. 大株主（上位10名）

氏名または名称 住所 保有株式数
（千株）

持株比率
(%)

三菱商事㈱ 東京都千代田区丸の内2-3-1 36,619 19.32

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱
(信託口) 東京都中央区晴海1-8-11 10,765 5.68

日本マスタートラスト信託銀行㈱(信託
口) 東京都港区浜松町2-11-3 9,822 5.18

川崎紙運輸㈱ 神奈川県川崎市川崎区浮島町12-2 5,920 3.12

北越コーポレーション持株会 東京都中央区日本橋本石町3-2-2 5,768 3.04

損害保険ジャパン日本興亜㈱ 東京都新宿区西新宿1-26-1 4,499 2.37

㈱第四銀行 新潟県新潟市中央区東堀前通
7番町1071-1 4,317 2.28

㈱北越銀行 新潟県長岡市大手通2-2-14 4,315 2.28

DFA INTL SMALL CAP VALUE
PORTFOLIO

PALISADES WEST6300,BEE
CAVE ROAD BUILDING ONE
AUSTIN TX 78746 US

3,989 2.10

㈱みずほ銀行 東京都千代田区大手町1-5-5 3,600 1.90

計 89,617 47.27

(注) 持株比率は自己株式（19,691千株）を控除して計算しております。

5. 当社役員の当社株式の保有状況
(1) 全役員の保有株式数合計 508,519株
(2) 発行済株式総数に対する全役員の保有株式数合計の割合 0.2430%
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別紙２

独立委員会規程の概要

・ 独立委員会は当社取締役会の決議により設置される。
・ 独立委員会の委員は、3名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、(i)当社の社外取締役も
しくは社外監査役または(ii)社外の有識者のいずれかに該当する者の中から、当社取締役会が選任する。但し、
社外の有識者は、実績ある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士もしくは学識経験者またはこれら
に準ずる者でなければならず、また、別途当社取締役会が指定する善管注意義務条項等を含む契約を当社と
の間で締結した者でなければならない。

・ 独立委員会委員の任期は、選任後3年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結
時（本プランの有効期間満了時）までとする。但し、任期満了前に退任した委員に替わり新たに選任された
委員の任期は、他の委員の任期が満了する時までとする。また、当社取締役会の決議により別段の定めをし
た場合はこの限りでない。

・ 独立委員会は、以下の各号に記載される事項について決定し、その決定の内容を、その理由を付して当社取
締役会に対して勧告する。当社取締役会は、この独立委員会の勧告を最大限尊重して、対抗措置の発動また
は不発動等に関する会社法上の機関としての決議（対抗措置の発動または不発動の中止を含む。）を行う。但
し、以下②に記載する株主意思確認総会が開催された場合は、当該決議に従うものとする。なお、独立委員
会の各委員及び当社各取締役は、こうした決定にあたっては、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資
するか否かの観点からこれを行うことを要し、専ら自己または当社の経営陣の個人的利益を図ることを目的
としてはならない。
① 本新株予約権の無償割当てその他の対抗措置の発動（独立委員会は、必要と認めた場合には対抗措置の発
動時期等について条件等を付して勧告をすることができる。）または不発動

② 本新株予約権の無償割当てその他の対抗措置の発動の賛否に関する株主意思を確認するための株主総会の
招集

③ 本新株予約権の無償割当てその他の対抗措置の発動の中止または本新株予約権の無償取得
④ 本プランの廃止または変更（但し、変更については、会社法、金融商品取引法その他の法令もしくは証券
取引所規則の変更またはこれらの解釈・運用の変更、または税制、裁判例等の変更により合理的に必要と
認められる範囲に限る。）

⑤ その他当社取締役会が判断すべき事項のうち、当社取締役会が独立委員会に諮問した事項
・ 上記に定めるところに加え、独立委員会は、以下の各号に記載される事項を行う。
① 買付者等及び当社取締役会が独立委員会に提供すべき情報及びその回答期限の決定
② 買付者等の買付等の内容の精査・検討
③ 買付者等との交渉・協議
④ 代替案の提出の要求・代替案の検討
⑤ 独立委員会検討期間の設定・延長
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⑥ その他本プランにおいて独立委員会が行うことができると定められた事項
⑦ 当社取締役会が別途独立委員会が行うことができるものと定めた事項

・ 独立委員会は、買付者等に対し、買付説明書の記載内容が本必要情報として不十分であると判断した場合に
は、本必要情報を追加的に提出するよう求める。また、独立委員会は、買付者等から買付説明書及び独立委
員会から追加提出を求められた本必要情報が提出された場合、当社の取締役会に対しても、原則として最長
30営業日の期間内に、買付者等の買付等の内容に対する意見（留保する旨の意見を含む。）及びその根拠資
料、代替案（もしあれば）その他独立委員会が適宜必要と認める情報・資料等を提示するよう要求すること
ができる。

・ 独立委員会は、必要があれば、直接または当社取締役会等を通して間接に、当社の企業価値・株主共同の利
益の確保・向上という観点から買付者等の買付等の内容を改善させるために、買付者等と協議・交渉を行う
ものとする。

・ 独立委員会は、必要な情報収集を行うため、当社の取締役、監査役、従業員その他独立委員会が必要と認め
る者の出席を要求し、独立委員会が求める事項に関する説明を求めることができる。

・ 独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コ
ンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を得ること等ができる。

・ 各独立委員会委員は、買付等がなされた場合その他いつでも独立委員会を招集することができる。
・ 独立委員会の決議は、原則として、独立委員会の委員全員が出席し、その過半数をもってこれを行う。但し、
委員に事故あるときその他やむを得ない事由があるときは、独立委員会委員の過半数が出席し、その議決権
の過半数をもってこれを行うことができる。

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2019年05月28日 19時51分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 35 ―

別紙3
独立委員会委員略歴

糸魚
い と い が わ じ ゅ ん
川 順　（1941年1月8日生）
1964年 4月
1995年 6月
1999年 6月
2000年 6月
2004年 7月
2007年 6月
〃

2012年 6月
2016年 4月
2018年 9月

株式会社日本興業銀行入行
同行常務取締役（アジア・中南米地域並びにM&A担当）
興銀リース株式会社専務取締役兼執行役員
同社取締役副社長
第一生命保険相互会社顧問
学校法人立教学院理事長
当社社外監査役（現任）
当社独立委員会委員（現任）
学校法人聖路加国際大学理事長（現任）
学校法人立教女学院理事長（現任）

渡
わ た な べ け い じ
邊 啓司　 （1941年1月21日生）
1975年10月
1987年 7月
〃

1995年 8月
1996年 4月
2000年 6月
2003年 7月
2008年 6月
2010年 6月
2011年 3月
2017年 6月
〃
〃

2018年 6月

プライスウォーターハウス会計事務所（現PwCあらた有限責任監査法人）入所
青山監査法人（現PwCあらた有限責任監査法人）代表社員
Price Waterhouse（現PwCあらた有限責任監査法人）Partner
監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマツ）入所
同所代表社員
いちよし証券㈱社外取締役
Deloitte Touche Tohmatsu Global Middle Market Leader
㈱朝日工業社社外取締役(現任)
SBIホールディングス㈱社外取締役
㈱青山財産ネットワークス社外取締役(現任)
当社社外監査役(現任)
当社独立委員会委員（現任）
SBIインシュアランスグループ㈱社外取締役（現任）
㈱うかい社外取締役（現任）
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池
い け だ ひ ろ む
田 弘　（1949年8月6日生）
1977年 1月
1977年 4月
1996年 4月
1998年 7月
2000年12月
2005年 3月
2006年 7月
2008年 2月
2008年 3月
2008年 4月
2008年 7月
2009年 4月
2010年 2月
2011年 8月
2015年 2月
2015年 4月

宗教法人愛宕神社宮司（現任）
新潟総合学院(現学校法人新潟総合学院)理事長
株式会社アルビレックス新潟代表取締役
社会福祉法人愛宕福祉会理事長
学校法人新潟総合学園（新潟医療福祉大学）理事長
宗教法人神明宮宮司（現任）
当社独立委員会委員（現任）
株式会社アルビレックス新潟取締役会長（現任）
医療法人愛広会理事長（現任）
学校法人国際総合学園総長・理事長（現任）
学校法人新潟総合学園総長・理事長（現任）
学校法人大彦学園理事・評議員（現任）
一般社団法人実践行動学研究所理事長（現任）
社会福祉法人上越あたご福祉会理事長
医療法人泰庸会理事（現任）
株式会社NSGホールディングス取締役会長（現任）
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別紙4
本新株予約権無償割当ての概要

１ 本新株予約権の数
当社取締役会が、本新株予約権の無償割当ての取締役会決議（以下「本新株予約権無償割当て決議」

という。）において別途定める割当期日（以下「割当期日」という。）における当社の発行可能株式総数
から最終の発行済株式総数（但し、同時点において当社の有する当社株式の数を控除する。）を減じた株
式の数を上限として、当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める数とする。
当社取締役会は、割当総数がこの上限を超えない範囲で、複数回にわたり新株予約権の割当てを行う

ことができる。

２ 割当対象株主
割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された当社以外の株主に対し、当社取締役会が本新株

予約権無償割当て決議において別途定める割合で、本新株予約権を無償で割り当てる。

３ 本新株予約権の無償割当ての効力発生日
当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める日とする。

４ 本新株予約権の目的である株式の種類及び数
本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目的である株

式の数（以下「対象株式数」という。）は、原則として１株とする。ただし、当社取締役会は、本新株予
約権無償割当て決議において、発行可能株式総数の範囲内で、対象株式数を1株を超える数または1株未
満の数と定めることができる。

５ 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際して出資される財

産の当社株式１株当たりの価額は、１円を下限とし、当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議にお
いて別途定める価額とする。

６ 本新株予約権の行使期間
本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める日を初日とし、当社取締役会が本新

株予約権無償割当て決議において別途定める期間とする。

７ 本新株予約権の行使条件
買付者等、または買付者等から本新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲り受けもしくは

承継した者、その他当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議により別途定める者（以下「特定買付
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者等」という。）は、原則として本新株予約権を行使することができない。また、外国の適用法令上、本
新株予約権の行使にあたり所定の手続が必要とされる非居住者も、原則として本新株予約権を行使する
ことができない（但し、非居住者のうち当該外国の適用法令上適用除外規定が利用できる等の一定の者
は行使することができるほか、非居住者の本新株予約権も下記9項のとおり、当社による当社株式を対価
とする取得の対象となる。）。
その他詳細については、当社取締役会が、本新株予約権無償割当て決議において別途定める。

８ 本新株予約権の譲渡
本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要する。

９ 当社による本新株予約権の取得
① 当社は、本新株予約権の行使期間の初日の前日までの間いつでも、当社が本新株予約権を取得するこ

とが適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別に定める日の到来をもって、全
ての本新株予約権を無償で取得することができるものとする。

② 当社は、当社取締役会が別に定める日において、特定買付者等以外の者が有する本新株予約権のう
ち、当社取締役会が定める当該日の前営業日までに未行使の本新株予約権の全てを取得し、これと引
換えに、本新株予約権１個につき対象株式数の当社株式を交付することができる。また、かかる取得
がなされた日以降に、特定買付者等以外の者が存在すると当社取締役会が認める場合には、当該特定
買付者等以外の者の有する未行使の本新株予約権の全てを同様に取得することができるものとし、そ
の後も同様とする。

③ その他当社が本新株予約権を取得できる場合及びその条件については、当社取締役会が本新株予約権
無償割当て決議において別途定める。

上記のほか、その他必要な事項については、当社取締役会が、本新株予約権無償割当て決議において別
途定めた上で公表するものとする。
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第３号議案 取締役11名選任の件
　本株主総会終結の時をもって、昨年９月30日付けで辞任した取締役１名を除く、取締役
全員（10名）の任期が満了となりますので、取締役11名の選任をお願いいたしたいと存じ
ます。
　取締役候補者は次のとおりです。

候補者番号 氏名 現在の当社における地位及び担当

１
きしもと せき お

岸本 晢夫 再任 代表取締役社長 CEO

２
かわしま よしのり

川島 嘉則 再任 常務取締役
特殊紙事業本部長兼紙加工事業本部長

３
やまもと みつしげ

山本 光重 再任 取締役

４
せきもと しゅうじ

関本 修司 再任 取締役
物流企画本部長

５
こんどう やすゆき

近藤 保之 再任 取締役
経営戦略室、経理管理部担当

６
わかもと しげる

若本 茂 新任 執行役員
洋紙事業本部紀州工場長

７
おおつか ひろゆき

大塚 裕之 新任 執行役員
洋紙事業本部新潟工場副工場長

８
くりばやし まさゆき

栗林 雅之 新任 執行役員
特殊紙事業本部長岡工場長

９
たちばな しげはる

立花 滋春 再任 取締役
洋紙事業本部長兼営業支社担当

10
いわ た みつやす

岩田 満泰
再任
社外
独立

社外取締役

11
なか せ かず お

中瀬 一夫
再任
社外
独立

社外取締役
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候補者
番 号

１

きし もと せき お

岸 本 晢 夫
再 任
生年月日
1945年５月16日
取締役在任年数
20年 (本株主総会終結時)
取締役会への出席状況
12回／12回
所有する当社の株式数
240,100株

略歴、地位及び担当
1969年７月 三菱商事㈱入社
1995年７月 同社製紙原料部長
1999年３月 当社参与物資本部資材部長
1999年６月 当社取締役物資本部副本部長兼資材部長
2001年６月 当社常務取締役物資本部長
2004年６月 当社専務取締役物資本部長
2006年７月 当社代表取締役副社長
2007年６月 当社代表取締役副社長 CO-CEO
2008年４月 当社代表取締役社長 CEO

現在に至る

取締役候補者とした理由
岸本晢夫氏は、2008年4月より代表取締役社長として強いリーダーシップを発揮して、当社グループの急速な拡大及
びグローバル化を実現してまいりました。また、三菱商事㈱及び当社における豊富な業務経験とグローバルな事業経営
に関する知見を有しており、カナダにおけるパルプ事業の買収を実現するなど、事業ポートフォリオを更に進化・拡大
していくために欠くことのできない能力と経験を有する同氏には、今後も当社の長期安定的な企業価値の向上への貢献
が期待できると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

(注)岸本晢夫氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。
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候補者
番 号

２

かわ しま よし のり

川 島 嘉 則
再 任
生年月日
1955年10月30日
取締役在任年数
６年 (本株主総会終結時)
取締役会への出席状況
12回／12回
所有する当社の株式数
45,589株

略歴、地位及び担当
1978年４月 三菱商事㈱入社
2002年４月 三菱商事パッケージング㈱流通事業部長代行
2005年１月 泰MC商事会社AGL,ライフスタイル総括兼資材部長
2011年４月 当社執行役員営業企画部長兼洋紙事業本部貿易部長
2013年６月 当社取締役特殊紙事業本部長兼営業企画部長兼洋紙

事業本部貿易部長
2014年６月 当社取締役特殊紙事業本部長兼洋紙事業本部貿易部

長
2016年４月 当社取締役特殊紙事業本部長兼洋紙事業本部貿易部

長兼米国事業推進室（同室長）担当
2017年６月 当社常務取締役特殊紙事業本部長兼米国事業推進室

（同室長）担当
2018年１月 当社常務取締役特殊紙事業本部長
2019年４月 当社常務取締役特殊紙事業本部長兼紙加工事業本部

長
現在に至る

重要な兼職の状況
東拓（上海）電材有限公司 董事長

取締役候補者とした理由
川島嘉則氏は、主に海外を含む営業部門における豊富な経験と知見を有しており、特殊紙事業本部長としてフランス、
中国、アメリカなどへの事業拡大等を実現してまいりました。現在では、中国における感熱紙事業に着手するなど特殊
紙事業の責任者として経営手腕を発揮しており、今後も当社の長期安定的な企業価値の向上への貢献が期待できると判
断し、引き続き取締役候補者といたしました。

(注)川島嘉則氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。
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候補者
番 号

３

やま もと みつ しげ

山 本 光 重
再 任
生年月日
1956年11月８日
取締役在任年数
４年 (本株主総会終結時)
取締役会への出席状況
12回／12回
所有する当社の株式数
35,051株

略歴、地位及び担当
1979年４月 当社入社
2008年４月 当社営業本部白板紙営業部長
2011年４月 当社大阪支社長
2013年４月 当社執行役員大阪支社長
2014年６月 当社執行役員白板紙事業本部長
2015年６月 当社取締役紙加工事業本部長
2018年４月 当社取締役白板紙事業本部長兼紙加工事業本部長
2019年４月 当社取締役

現在に至る
重要な兼職の状況
江門星輝造紙有限公司 董事長

取締役候補者とした理由
山本光重氏は、営業部門における豊富な経験と知見を有しており、2014年６月から白板紙事業本部長として、また
2015年６月からは紙加工事業本部長として板紙分野の業績向上に貢献してまいりました。現在では、中国における白板
紙事業の責任者として経営手腕を発揮しており、今後も当社の長期安定的な企業価値の向上への貢献が期待できると判
断し、引き続き取締役候補者といたしました。

(注)山本光重氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。

候補者
番 号

４

せき もと しゅう じ

関 本 修 司
再 任
生年月日
1956年12月２日
取締役在任年数
２年(本株主総会終結時)
取締役会への出席状況
12回／12回
所有する当社の株式数
19,260株

略歴、地位及び担当
1980年４月 当社入社
2011年４月 当社白板紙事業本部白板紙営業部長
2013年６月 当社白板紙事業本部副本部長
2014年６月 当社執行役員白板紙事業本部副本部長
2014年６月 北越紀州販売㈱（現 北越紙販売㈱）

代表取締役社長 社長執行役員
2017年６月 当社取締役洋紙事業本部長兼物流企画本部長兼営業

支社担当
2019年４月 当社取締役物流企画本部長

現在に至る

取締役候補者とした理由
関本修司氏は、主に営業部門及び物流部門における豊富な経験と知見を有しており、2014年６月から北越紀州販売㈱

（現 北越紙販売㈱）の代表取締役社長として、2017年４月からは洋紙事業の責任者として洋紙分野の業績向上に貢献し
てまいりました。現在では、物流部門の責任者として物流改革を進めるなど、今後も当社の長期安定的な企業価値の向
上への貢献が期待できると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

(注)関本修司氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。
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候補者
番 号

５
こん どう やす ゆき

近 藤 保 之
再 任
生年月日
1957年８月12日
取締役在任年数
２年(本株主総会終結時)
取締役会への出席状況
12回／12回
所有する当社の株式数
22,296株

略歴、地位及び担当
1980年４月 当社入社
2013年４月 当社執行役員経営企画部長兼新事業推進室室付部長
2015年２月 当社執行役員経営企画部長兼Alpac推進グループグル

ープ付部長
2015年６月 当社執行役員チーフ・コンプライアンス・オフィサ

ー兼グループ統制管理室（同室長）、総務部、人事
部、秘書室担当

2016年６月 当社執行役員チーフ・コンプライアンス・オフィサ
ー兼総務部、人事部、秘書室担当兼経理管理部長

2017年４月 当社執行役員チーフ・コンプライアンス・オフィサ
ー兼総務部、人事部、秘書室、グローバル管理室担
当

2017年６月 当社取締役経営戦略室、経理管理部、情報システム
部担当

2019年４月 当社取締役経営戦略室、経理管理部担当
現在に至る

重要な兼職の状況
星輝投資控股有限公司 CHAIRMAN

取締役候補者とした理由
近藤保之氏は、主に経営管理部門における豊富な経験と知見を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を
有しております。また2015年６月から当社コーポレート部門の担当役員として、2017年６月からは経営管理部門の責
任者としてグループ経営管理等にその手腕を発揮してまいりました。現在では、事業構造改革や海外事業展開などの経
営戦略を推進するなど、今後とも当社の長期安定的な企業価値の向上への貢献が期待できると判断し、引き続き取締役
候補者といたしました。

(注)近藤保之氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。
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候補者
番 号

６

わか もと しげる

若 本 茂
新 任
生年月日
1958年１月13日
取締役在任年数
―
取締役会への出席状況
―
所有する当社の株式数
12,928株

略歴、地位及び担当
1981年４月 当社入社
2008年３月 当社新潟工場工務部部付部長
2014年６月 当社白板紙事業本部関東工場市川工務部長
2017年６月 当社洋紙事業本部紀州工場長
2018年４月 当社執行役員洋紙事業本部紀州工場長

現在に至る

取締役候補者とした理由
若本茂氏は、新潟工場及び関東工場などで培った技術部門における豊富な経験と知見を有しており、現在では紀州工

場長として工場の品質・生産効率の向上や安定操業など工場経営にその手腕を発揮しております。これらのことから、
今後も当社の長期安定的な企業価値の向上への貢献が期待できると判断し、取締役候補者といたしました。

(注)若本茂氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。

候補者
番 号

７

おお つか ひろ ゆき

大 塚 裕 之
新 任
生年月日
1958年２月23日
取締役在任年数
―
取締役会への出席状況
―
所有する当社の株式数
17,547株

略歴、地位及び担当
1981年４月 当社入社
2009年11月 当社新潟工場工務部技術室技術担当部長
2011年４月 当社技術開発本部技術開発部生産担当部長
2013年６月 当社技術開発本部技術開発部長
2014年６月 当社洋紙事業本部新潟工場工務部長
2015年４月 当社執行役員洋紙事業本部新潟工場工務部長
2016年10月 当社執行役員洋紙事業本部新潟工場副工場長

現在に至る
重要な兼職の状況
MC北越エネルギーサービス株式会社 代表取締役社長

取締役候補者とした理由
大塚裕之氏は、技術開発本部及び新潟工場などで培った技術部門における豊富な経験と知見を有しており、現在では

新潟工場副工場長として工場の品質・生産効率の向上や安定操業など工場経営にその手腕を発揮しております。これら
のことから、今後も当社の長期安定的な企業価値の向上への貢献が期待できると判断し、取締役候補者といたしました。

(注)大塚裕之氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。
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候補者
番 号

８

くり ばやし まさ ゆき

栗 林 雅 之
新 任
生年月日
1958年４月25日
取締役在任年数
―
取締役会への出席状況
―
所有する当社の株式数
12,162株

略歴、地位及び担当
1981年４月 当社入社
2010年３月 当社長岡特殊紙事業部開発部長
2011年４月 当社技術開発本部技術開発担当部長
2013年６月 当社特殊紙事業本部長岡工場工務部長
2016年６月 当社白板紙事業本部関東工場工場長代理
2017年４月 当社執行役員白板紙事業本部関東工場工場長代理
2019年４月 当社執行役員特殊紙事業本部長岡工場長

現在に至る
重要な兼職の状況
㈱北越ペーパーテック勝田 代表取締役社長
㈱ニッカン 代表取締役社長

取締役候補者とした理由
栗林雅之氏は、長岡工場及び関東工場などで培った技術部門における豊富な経験と知見を有しており、現在では、長
岡工場長として工場の品質・生産効率の向上や安定操業など工場経営にその手腕を発揮しております。これらのことか
ら、今後も当社の長期安定的な企業価値の向上への貢献が期待できると判断し、取締役候補者といたしました。

(注)栗林雅之氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。
　

候補者
番 号

９
たち ばな しげ はる

立 花 滋 春
再 任
生年月日
1958年12月13日
取締役在任年数
２年(本株主総会終結時)
取締役会への出席状況
12回／12回
所有する当社の株式数
22,206株

略歴、地位及び担当
1981年４月 当社入社
2011年４月 当社洋紙事業本部洋紙営業部長
2012年４月 当社洋紙事業本部塗工紙営業部長兼新潟営業所長
2014年４月 当社執行役員洋紙事業本部塗工紙営業部長兼新潟営

業所長兼CEOオフィス室付部長
2015年６月 当社執行役員白板紙事業本部長兼江門推進グループ

グループ付部長兼CEOオフィス室付部長
2016年７月 当社執行役員白板紙事業本部長兼CEOオフィス室長

兼米国事業推進室
2017年６月 当社取締役白板紙事業本部長兼江門星輝造紙有限公

司 董事長
2018年４月 当社取締役江門星輝造紙有限公司 董事長
2019年４月 当社取締役洋紙事業本部長兼営業支社担当

現在に至る

取締役候補者とした理由
立花滋春氏は、主に営業部門における豊富な経験と知見を有しており、2015年６月から白板紙事業本部長として、
2017年６月からは、中国における白板紙事業の責任者として板紙分野の業績向上に貢献してまいりました。現在では、
洋紙事業の責任者として経営手腕を発揮しており、今後も当社の長期安定的な企業価値の向上への貢献が期待できると
判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

(注)立花滋春氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。
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候補者
番 号

10

いわ た みつ やす

岩 田 満 泰
再 任 社 外 独 立
生年月日
1947年２月11日
社外取締役在任年数
４年 (本株主総会終結時)
取締役会への出席状況
12回／12回
所有する当社の株式数
０株

略歴及び地位
1969年７月 通商産業省入省
1999年９月 中小企業庁長官
2000年６月 通商産業省退官
2000年７月 国際協力銀行理事
2003年10月 関西電力㈱顧問
2005年６月 同社常務取締役
2007年６月 同社代表取締役副社長
2009年６月 大阪中小企業投資育成㈱ 代表取締役社長
2015年６月 当社社外取締役

現在に至る
重要な兼職の状況
一般財団法人企業活力研究所 理事長
一般財団法人経済産業調査会 理事長

社外取締役候補者とした理由
岩田満泰氏は、経済産業省（旧通商産業省）等において要職を歴任された豊富な経験と、電力会社における経営者と
しての高い見識を有しており、当社取締役会において経営へのアドバイスや業務執行の監督等にその役割を十分果たし
てまいりました。今後も、中立的・客観的な視点から経営への助言・提言をすることにより、当社の長期安定的な企業
価値の向上への貢献が期待できると判断し、引き続き社外取締役候補者といたしました。

(注)１．岩田満泰氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。
２．当社は、社外取締役として有用な人材を迎えることができるよう、定款において取締役（業
務執行取締役等であるものを除く。）との間で損害賠償責任を法令が規定する額まで限定す
る契約を締結できる旨を定めております。当社は岩田満泰氏との間で、その任務を怠ったこ
とにより、会社に損害を与えた場合において、善意かつ重大な過失がないときは、会社法第
427条第１項及び定款の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を法令が規定す
る額まで限定する契約を締結しております。同氏の再任が承認された場合は、同氏との間で
当該契約を継続する予定です。

３．当社は、岩田満泰氏を東京証券取引所の定める独立役員に指定しております。同氏の再任が
承認された場合、同氏を引き続き独立役員に指定する予定です。
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候補者
番 号

11
なか せ かず お

中 瀬 一 夫
再 任 社 外 独 立
生年月日
1949年11月７日
社外取締役在任年数
２年 (本株主総会終結時)
取締役会への出席状況
12回／12回
所有する当社の株式数
０株

略歴及び地位
1973年４月 三菱製紙㈱入社
2006年６月 同社取締役常務執行役員
2008年６月 同社取締役専務執行役員
2009年６月 同社代表取締役専務執行役員洋紙事業部長（洋紙事

業部、ドイツ事業担当）
2011年６月 三菱製紙販売㈱ 代表取締役社長執行役員
2015年６月 同社相談役
2016年６月 当社社外監査役
2017年６月 当社社外取締役

現在に至る

社外取締役候補者とした理由
中瀬一夫氏は、製紙業界における豊富な経験と企業経営経験者としての高い見識を有しており、当社取締役会におい
て社外監査役として経営に対する監視・監督機能の強化に十分な役割を果たしてまいりました。2017年6月からは、社
外取締役として経営へのアドバイスや業務執行の監督等にその役割を十分果たしてまいりました。今後も、中立的・客
観的な視点から経営への助言・提言をすることにより、当社の長期安定的な企業価値の向上への貢献が期待できると判
断し、引き続き社外取締役候補者といたしました。

(注)１．中瀬一夫氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。
２．当社は、社外取締役として有用な人材を迎えることができるよう、定款において取締役（業
務執行取締役等であるものを除く。）との間で損害賠償責任を法令が規定する額まで限定す
る契約を締結できる旨を定めております。当社は中瀬一夫氏との間で、その任務を怠ったこ
とにより、会社に損害を与えた場合において、善意かつ重大な過失がないときは、会社法第
427条第１項及び定款の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を法令が規定す
る額まで限定する契約を締結しております。同氏の再任が承認された場合は、同氏との間で
当該契約を継続する予定です。

３．当社は、中瀬一夫氏を東京証券取引所の定める独立役員に指定しております。同氏の選任が
承認された場合、同氏を引き続き独立役員に指定する予定です。

以 上
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Ｊ　Ｒ　長　岡　駅

長岡駅 大手口
至東京 至新潟

兜橋兜橋

長岡駅 東口

会
場

株主総会
会場ご案内略図

ホテルニューオータニ長岡

新潟県長岡市台町二丁目8番35号
ＴＥＬ　0258-37-1111

（上越新幹線ＪＲ長岡駅 東口）

ニューオータニＰ

※お車でご来場される方はホテルニューオータニ長岡の駐車場を
　ご利用下さいます様お願い致します。

見やすく読みまちがえ
にくいユニバーサルデ
ザインフォントを採用
しています。

この招集ご通知は環境に配慮したエコパルプにより製造された
弊社ⒶキンマリⅤ（52.3g/㎡）を使用しております。
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